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地震防災上重要施設一覧 

（公共施設の耐震改修状況より） 

施設名 住所 耐震化状況 備考 

役場庁舎 大通１丁目２１ 実施済み 避難所指定 

日高東部消防組合様似支署 会所町５６ 未実施 新築移転予定 

鵜苫住民センター 字鵜苫 未実施 避難所指定 

西様似畜産センター 字西様似 実施済み 避難所指定 

西町生活館 西町 実施済み 避難所指定 

港町生活館 港町３ 未実施 避難所指定 

本町２丁目会館 本町２丁目 未実施 避難所指定 

漁村センター 本町３丁目４１ 実施済み 避難所指定 

栄町生活館 栄町 未実施 避難所指定 

栄町ふれあいセンター 栄町１９１－１ 実施済み 避難所指定 

様似小学校 栄町２１５－１ 実施済み 避難所指定 

スポーツセンター 大通１丁目２１ 未実施  

中央公民館 大通１丁目２１ 実施済み 避難所指定 

生涯スポーツ研修センター 大通１丁目 未実施 避難所指定 

東様似生活館 大通２丁目２ 実施済み 避難所指定 

保健福祉センター 大通２丁目 実施済み 避難所指定 

大通公住会館 大通１丁目 未実施 避難所指定 

むつみ会館 大通２丁目 未実施 避難所指定 

幼児センター（幼稚園） 錦町１－８ 実施済み 避難所指定 

幼児センター（保育園） 錦町１－１ 実施済み 避難所指定 

様似中学校 錦町５３－５ 実施済み 避難所指定 

緑町生活館 緑町 未実施 避難所指定 

岡田生活館 字岡田 未実施 避難所指定 

田代研修センター 字田代 実施済み 避難所指定 

アポイ山荘 字平宇４７９－７ 実施済み 避難所指定 

平宇生活館 字平宇 未実施 避難所指定 

東平宇生活館 字平宇 未実施 避難所指定 

冬島生活改善センター 字冬島３４ 未実施 避難所指定 

幌満コミュニティセンター 字幌満 未実施 避難所指定 

旭生活館 字旭 実施済み 避難所指定 
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令和４年３月現在

警戒区域
うち特別
警戒区域

警戒区域
うち特別
警戒区域

土石流 Ⅰ-35-0910 神社西の沢 鵜苫 3,362 45 6 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2095
区域一部重複

土石流 Ⅰ-35-0920 ワッカクナイ川 鵜苫 14,923 - 18 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2095
Ｉ-3-455-2096
区域一部重複

土石流 Ⅰ-35-0930 天野の沢 鵜苫 5,839 - 8 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2096
Ｉ-3-455-2097
区域一部重複

土石流 Ⅰ-35-0940 石橋の沢 鵜苫 3,590 - 7 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2097
Ｉ-3-455-2098
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-0950 星の沢 鵜苫 9,369 - 5 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2098
Ｉ-3-455-2099
区域一部重複

土石流 Ⅰ-35-0960 遠藤の沢 鵜苫 10,149 - 10 - H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ｉ-3-455-2099
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-0970 冬似川東沢 鵜苫 18,745 - 1 - H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

Ⅱ-3-314-1487
Ⅱ-3-315-1488
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-0980 神山の沢 西様似 18,267 133 1 - H31.1.22 西様似自治会 ②③④
西様似畜産

センター
町道西町大海辺線

土石流 Ⅱ-35-0990 山下の沢 西様似 23,110 - 0 - H31.1.22 西様似自治会 ②③④
西様似畜産

センター
町道西町大海辺線

土石流 Ⅱ-35-1000 三浦の沢 西様似 13,867 11 1 - H31.1.22 西様似自治会 ②③④
西様似畜産

センター
町道西町大海辺線

土石流 Ⅰ-35-1010 無名川 栄町 23,804 - 21 - H31.1.22 栄町３区自治会 ①②③④
栄町ふれあい

センター
町道錦栄線
町道様小グラウンド横線

土石流 Ⅱ-35-1020 シャモマナイ川東沢 岡田 76,816 - 0 - R3.2.16 岡田自治会 ②③④ 岡田生活館
町道シャモマナイ線
町道様似ダム線
町道栄町岡田線

土石流 Ⅱ-35-1030 田代沢川 田代 29,145 - 2 - R3.2.16 田代自治会 ②③④
田代研修
センター

町道田代堀藤田線
道道新富様似停車場線

土石流 Ⅱ-35-1040 イサカナイ川二の沢川 田代 27,790 - 1 - R3.2.16 田代自治会 ②③④
田代研修
センター

道道新富様似停車場線

土石流 Ⅱ-35-1050 イサカナイ川一の沢川 田代 37,820 - 1 - R3.2.16 田代自治会 ②③④
田代研修
センター

道道新富様似停車場線

土石流 Ⅱ-35-1060 シロナイ川 田代 26,411 - 2 - R3.2.16 田代自治会 ②③④
田代研修
センター

道道新富様似停車場線

土石流 Ⅱ-35-1070 カネカリウシナイ川 朝日丘 26,216 - 13 - H26.6.13 緑町自治会 ①②③④ 緑町生活館
町道朝日丘１線
町道東邦線
町道様中線

Ⅰ-35-1080
区域一部重複

※情報伝達手段 ：　①防災行政無線　　②緊急速報メール　　③広報車　　④電話連絡

土砂災害警戒区域等一覧
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自然現象
の種類

区域番号 区域名 所在地

　　　面　積　（㎡） 住家数
指定

年月日
対象

自治会等
情報伝達

手段
避難場所 避難経路 備　考



令和４年３月現在

警戒区域
うち特別
警戒区域

警戒区域
うち特別
警戒区域

土石流 Ⅰ-35-1080
カネカリウシナイ川
南沢

朝日丘 15,692 - 1 - H26.6.13 緑町自治会 ①②③④ 緑町生活館
町道朝日丘１線
町道東邦線
町道様中線

Ⅱ-35-1070
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1090 西平宇川 平宇 13,750 - 3 - H31.1.22 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
3-75-220
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1100 ポンヒラウ川南沢 平宇 21,111 - 1 - H31.1.22 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館
国道３３６号
町道平宇線

3-75-220
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1110 シミチカップ川 平宇 7,638 - 4 - H31.1.22 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
3-76-221
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1120 白里谷の沢 平宇 1,353 - 0 - H31.1.22 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
Ⅰ-35-1140
区域一部重複

土石流 Ⅰ-35-1150 冬島川 冬島 25,220 - 18 - H27.9.4 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-3-464-2104
Ⅰ-3-465-2105
Ⅰ-3-466-2106
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1060 福田の沢 冬島 4,044 46 6 0 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-3-466-2106
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1070 ツマン川 冬島 8,765 - 1 - R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

土石流 Ⅱ-35-1080 池田の沢 冬島 3,577 796 0 0 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-3-319-1492
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1090 山中川 冬島 5,869 129 2 0 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-3-468-2108
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1200 山中一の沢川 冬島 1,599 - 1 - R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道山中ルランベツ線
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-3-322-1495
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1210 山中二の沢川 幌満 4,336 - 1 - R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道山中ルランベツ線
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-3-323-1496
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1220 西旭沢 幌満 3,138 51 0 0 R2.1.28 旭自治会 ①②③④ 旭生活館
国道３３６号
町道旭団地１線
町道旭団地２線

※情報伝達手段 ：　①防災行政無線　　②緊急速報メール　　③広報車　　④電話連絡

土砂災害警戒区域等一覧
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－
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自然現象
の種類

区域番号 区域名 所在地

　　　面　積　（㎡） 住家数
指定

年月日
対象

自治会等
情報伝達

手段
避難場所 避難経路 備　考



令和４年３月現在

警戒区域
うち特別
警戒区域

警戒区域
うち特別
警戒区域

土石流 Ⅱ-35-1230 旭神社の沢 旭 6,973 49 3 0 R3.2.16 旭自治会 ①②③④ 旭生活館
国道３３６号
町道旭団地１線
町道旭団地２線

Ⅰ-3-470-2110
Ⅰ-3-471-2111
区域一部重複

土石流 Ⅱ-35-1240 飯田の沢 旭 10,153 - 6 - R3.2.16 旭自治会 ①②③④ 旭生活館
国道３３６号
町道旭団地１線
町道旭団地２線

Ⅱ-3-471-2111
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2095 様似鵜苫１ 鵜苫 36,601 14,275 18 0 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ⅰ-35-910
Ⅰ-35-920
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2096 様似鵜苫２ 鵜苫 18,981 7,663 13 3 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ⅰ-35-920
Ⅰ-35-930
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2097 様似鵜苫３ 鵜苫 12,630 5,194 14 0 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ⅰ-35-930
Ⅰ-35-940
Ⅰ-3-458-2098

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2098 様似鵜苫４ 鵜苫 12,106 4,476 10 1 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ⅰ-35-940
Ⅰ-35-950
Ⅰ-3-458-2097

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2099 様似鵜苫５ 鵜苫 15,069 5,926 3 0 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号
Ⅰ-35-950
Ⅰ-35-960
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-455-2100 様似鵜苫６ 鵜苫 19,051 7,934 1 0 H29.1.13 鵜苫自治会 ①②③④
鵜苫住民
センター

国道３３６号

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-461-2101 様似鵜苫7 西町 52,279 28,280 10 1 H31.1.22 西町自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
町道西町大海辺線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-312-1485 様似鵜苫８ 鵜苫 783 350 0 0 H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-313-1486 様似鵜苫９ 鵜苫 22,393 9,500 2 0 H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-314-1487 様似鵜苫１０ 鵜苫 19,124 7,934 1 0 H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

Ⅱ-35-970
Ⅱ-3-315-1488
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-315-1488 様似鵜苫１１ 鵜苫 19,347 13,264 2 2 H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

Ⅱ-35-970
Ⅱ-3-315-1487
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-316-1489 様似西町 鵜苫 3,760 1,565 1 1 H29.8.4 鵜苫自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-463-2103 様似本町 本町 64,953 37,350 31 3 H31.1.22 様似第一町内会 ①②③④ 港町生活館
国道３３６号
道道様似漁港線

3-73-218
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-462-2102 様似田代１ 新富 5,361 1,714 0 0 R3.2.16 岡田自治会 ②③④
田代研修
センター

道道新富様似停車場線
町道様似ダム線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-317-1490 様似田代２ 田代 32,298 19,113 1 0 R3.2.16 田代自治会 ②③④
田代研修
センター

道道新富様似停車場線
Ⅱ-35-1060
区域一部重複

※情報伝達手段 ：　①防災行政無線　　②緊急速報メール　　③広報車　　④電話連絡

土砂災害警戒区域等一覧

２
０

－
３

自然現象
の種類

区域番号 区域名 所在地

　　　面　積　（㎡） 住家数
指定

年月日
対象

自治会等
情報伝達

手段
避難場所 避難経路 備　考



令和４年３月現在

警戒区域
うち特別
警戒区域

警戒区域
うち特別
警戒区域

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-318-1491 様似平宇 平宇 12,759 9,008 1 1 H31.1.22 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
Ⅱ-35-1120
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-464-2104 様似冬島１ 冬島 20,660 9,306 7 6 H27.9.4 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-35-1150
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-465-2105 様似冬島２ 冬島 18,984 4,247 13 4 H27.9.4 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-35-1150
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-466-2106 様似冬島３ 冬島 16,751 2,189 6 1 H27.9.4 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅰ-35-1150
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-467-2107 様似冬島４ 冬島 34,455 23,434 9 6 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-468-2108 様似冬島５ 冬島 17,252 12,488 2 2 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-35-1180
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-319-1492 様似冬島６ 冬島 3,734 723 0 0 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-3-320-1493
Ⅱ-35-1180
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-319-1493 様似冬島７ 冬島 3,115 529 0 0 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-3-320-1492
Ⅱ-35-1180
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-319-1494 様似冬島８ 冬島 10,716 4,391 1 1 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-319-1495 様似冬島９ 冬島 10,081 4,470 1 1 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-35-1200
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-469-2109 様似幌満１ 幌満 110,192 85,498 17 7 H27.9.4 幌満自治会 ①②③④ 旭生活館

国道３３６号
町道幌満大泉線
町道旭団地１線
町道旭団地２線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-323-1499 様似幌満２
冬島
幌満

2,048 431 1 1 R3.2.16 冬島自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道山中ルランベツ線
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

Ⅱ-35-1210
区域一部重複

※情報伝達手段 ：　①防災行政無線　　②緊急速報メール　　③広報車　　④電話連絡

土砂災害警戒区域等一覧

２
０

－
４

自然現象
の種類

区域番号 区域名 所在地

　　　面　積　（㎡） 住家数
指定

年月日
対象

自治会等
情報伝達

手段
避難場所 避難経路 備　考



令和４年３月現在

警戒区域
うち特別
警戒区域

警戒区域
うち特別
警戒区域

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-324-1497 様似幌満３ 幌満 5,569 1,098 1 1 R3.2.16 幌満自治会 ①②③④ アポイ山荘

国道３３６号
町道山中ルランベツ線
町道ポンサヌシベツ線
町道平宇新富線
町道担い手センター線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-325-1498 様似幌満４ 幌満 17,930 10,844 0 0 H27.9.4 幌満自治会 ①②③④ 旭生活館

国道３３６号
町道幌満大泉線
町道旭団地１線
町道旭団地２線

急傾斜地
の崩壊

Ⅱ-3-326-1499 様似幌満５ 幌満 19,668 11,384 0 0 R3.2.16 幌満自治会 ①②③④ 旭生活館

国道３３６号
町道幌満大泉線
町道旭団地１線
町道旭団地２線

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-470-2110 様似旭１
幌満
旭

22,699 10,005 5 0 R3.2.16 旭自治会 ①②③④ 旭生活館
国道３３６号
町道旭団地１線
町道旭団地２線

Ⅰ-3-471-2111
Ⅱ-35-1230
区域一部重複

急傾斜地
の崩壊

Ⅰ-3-470-2111 様似旭２ 旭 41,875 12,951 10 1 R3.2.16 旭自治会 ①②③④ 旭生活館
国道３３６号
町道旭団地１線
町道旭団地２線

Ⅰ-3-471-2110
Ⅱ-35-1230
区域一部重複

地すべり 3-73-218 様似
潮見台
港町
本町

108,371 - 55 - R3.2.16
潮見台自治会

様似第一町内会
本町２丁目町内会

①②③④
本町２丁目

会館

国道３３６号
町道潮見台線
町道本町浜通り線　他

Ⅰ-3-463-2103
区域一部重複

地すべり 3-74-219 西様似
鵜苫

西様似
西町

156,117 - 14 - R3.2.16 西町自治会 ①②③④ 西町生活館
国道３３６号
西町生活館線

Ⅰ-3-463-2103
区域一部重複

地すべり 3-75-220 平宇（１） 平宇 71,041 - 4 - R3.2.16 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館
国道３３６号
町道平宇線

Ⅱ-35-1100
区域一部重複

地すべり 3-76-221 平宇（２） 平宇 70,934 - 4 - R3.2.16 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
Ⅱ-35-1110
区域一部重複

地すべり 〈4〉-3-608-608-5001 平宇地区
朝日丘
平宇

48,974 - 2 - R3.2.16 平宇自治会 ①②③④ 平宇生活館 国道３３６号
Ⅱ-35-1090
区域一部重複

※情報伝達手段 ：　①防災行政無線　　②緊急速報メール　　③広報車　　④電話連絡

土砂災害警戒区域等一覧

２
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自然現象
の種類

区域番号 区域名 所在地 避難経路 備　考

　　　面　積　（㎡） 住家数
指定

年月日
対象

自治会等
情報伝達

手段
避難場所



２
０

－
６



①指定緊急避難場所

地震 津波 土砂 洪水 高潮
大規模
火災

1 鵜苫住民センター 鵜苫105地先 ○ 36-4893 562.51 160 　1.8 ○ ○ ○ 拠点避難所

2 西様似畜産センター 西様似221 ○ 36-4592 270.50 75 10 ○ ○ 　 ○ ○

3 法耀寺 西町85-5 ○ 36-3653 203.71 55 21.7 ○ ○ ○ ○ ○

4 西町生活館 西町71-4 ○ 36-3266 668.39 190 　3.6 ○ ○ ○ ○ 拠点避難所

5 住吉神社 潮見台10-1 ○ 36-2421 416.42 115 15.2 ○ ○ ○ ○ ○

6 等澍院 潮見台11-4 ○ 36-2263 586.65 165 16.7 ○ ○ ○ ○ ○

7 法敬寺 潮見台12-1 ○ 36-2226 844.41 240 16.7 ○ ○ ○ ○ ○

8 港町生活館 港町3地先 ○ 36-2129 287.35 80 　1.6 ○ ○ ○

9 智教寺 本町2丁目105 ○ 36-2235 513.83 145 13.7 ○ ○ ○ ○ ○

10 本町2丁目会館 本町2丁目13-4 ○ 36-5020 157.42 40 　2.9 ○ ○ ○ ○

11 漁村センター 港町16 ○ 36-4599 660.86 185 　1.5 ○ ○ ○ ○ 拠点避難所

12 栄町生活館 栄町20-6 ○ 36-4894 252.19 70 　2.5 ○ ○ ○

13 栄町ふれあいセンター 栄町191-1 ○ 36-3845 197.64 55 　3.9 ○ ○ ○ ○

14 様似小学校 栄町215-1 ○ 36-3351 5,609.00 1,600 　4.5 ○ ○ ○ ○

15 大通公住会館 大通1丁目65 ○ 36-3496 128.47 35 　2.3 ○ ○ ○

16 生涯スポーツ研修センター 大通1丁目25-1 ○ 36-3188 566.29 160 　3.8 ○ ○ ○

17 中央公民館 大通1丁目21 ○ 36-2521 2,520.76 720 　3.2 ○ ○ ○

18 様似町役場 大通1丁目21 ○ 36-2111 854.05 240 　3.5 ○ ○ ○ ○ ○ ３階部分

19 保健福祉センター 大通2丁目98-2 ○ 36-5511 394.95 110 　4.6 ○ ○ ○ ○ ○

20 東様似生活館 大通2丁目122-30 ○ 36-2180 1,081.67 305 　4.9 ○ ○ ○

21 むつみ会館 大通2丁目28-1 ○ 36-2169 92.72 25 　3.7 ○ ○ ○

22 幼児センター（幼稚園） 錦町1-8 ○ 36-3521 1,367.85 390 　4.2 ○ ○ ○ ○ ○

23 幼児センター（保育園） 錦町1-1 ○ 36-3521 1,054.40 300 　4.2 ○ ○ ○ ○ ○

24 緑町生活館 緑町49-21 ○ 36-4895 267.20 75 　4.3 ○ ○ ○

25 特別養護老人ホーム様似ソビラ荘 朝日丘45 ○ 36-3126 6,200.03 1,770 10.5 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 津波は３階部分のみ

26 様似中学校 錦町53-5 ○ 36-3141 5,870.00 1,675 7.3 ○ ○ ○ ○

27 岡田生活館 岡田201-2 ○ 36-4591 165.72 45 24 ○ ○ ○ ○

災害の種類 要配慮
者優先
施設

備　考

２
１

－
１

指定緊急避難場所及び指定避難所一覧

№ 名　　　称 住　所
指定

避難所
兼用

連絡先 面積
　　　 （㎡）

収容
人員

標高
　 （ｍ）

Ｐ
４
６

第
５
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第
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地震 津波 土砂 洪水 高潮
大規模
火災

災害の種類 要配慮
者優先
施設

備　考

２
１

－
１

№ 名　　　称 住　所
指定

避難所
兼用

連絡先 面積
　　　 （㎡）

収容
人員

標高
　 （ｍ）

28 田代研修センター 田代235-6 ○ 36-4590 300.00 85 21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 拠点避難所

29 平宇生活館 平宇53-1 ○ 36-3082 213.79 60 　5.0 ○ ○ ○ ○

30 東平宇生活館 平宇201-45 ○ 36-4496 182.75 50 　7.7 ○ ○

31 アポイ山荘 平宇479-7 ○ 36-5211 2,690.75 765 80 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

32 冬島生活改善センター 冬島34 ○ 36-2633 195.91 55 　5.1 ○ ○ 拠点避難所

33 幌満コミニュティーセンター 幌満52-7 ○ 38-2019 1,714.00 485 　3.1 ○ ○

34 旭生活館 旭91-1 ○ 38-2205 445.19 125 20 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 拠点避難所

35 西様似グラウンド 西様似354-2 2,500 5,000 10 ○ ○ ○ ○

36 観音山スポーツ公園 潮見台113-1 36-4810 60,135 120,270 40 ○ ○ ○ ○ ○ ○

37 忠霊塔広場 潮見台9-1 800 1,600 20 ○ ○ ○ ○ ○

38 本町裏山 潮見台106-1 1,000 2,000 58 ○ ○ ○ ○ ○

39 ソビラ公園 港町17地先 13,000 26,000 　1.8 ○ ○ ○ ○

40 漁港公園 港町16 2,027 4,054 　1.7 ○ ○ ○ ○

41 様似町葬斎場 栄町147-1 322.09 160 78 ○ ○ ○ ○ ○

42 栄町公営住宅団地 栄町121-1 10,000 20,000 26以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

43 栄町生活館横広場 栄町20-6 1,500 3,000 　2.5 ○ ○ ○ ○

44 様似小学校グラウンド 栄町215-1 36-3351 21,102 42,204 　4.0 ○ ○ ○ ○

45 様似中学校グラウンド 錦町53-5 36-3141 20,000 40,000 　7.3 ○ ○ ○ ○

46 ふれあい広場 錦町1-1 7,574 15,148 　4.1 ○ ○ ○ ○

47 旧中学校グラウンド 緑町107-1 17,005 34,010 　5.2 ○ ○ ○

48 ソビラ荘裏山 朝日丘45 30,000 60,000 25以上 ○ ○ ○ ○ ○

49 岡田生活館前広場 岡田347 1,000 2,000 24 ○ ○ ○ ○ ○

50 平宇共同墓地 平宇110 2,000 4,000 46 ○ ○ ○ ○ ○

51 東平宇高台 平宇1154-1 140 280 35.8 ○ ○ ○ ○ ○ ○

52 アポイ樹木園 平宇288 20,000 40,000 23以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

53 冬島高台広場 冬島107-1 4,500 9,000 35 ○ ○ ○ ○ ○

54 幌満旧教員住宅 幌満49-6 51 25 　6.2 ○ ○ ○

55 幌満コミュニティセンター駐車場 幌満55-1 4,958 9,916 　3.1 ○ ○ ○

計 34 257,151.47 449,317 39 21 39 27 49 55 6

２
１

－
２



②指定避難所

1 鵜苫住民センター 鵜苫105地先 ○ 36-4893 562.51 160 ○ ＡＢＣ

2 西様似畜産センター 西様似221 ○ 36-4592 270.50 75 Ａ

3 法耀寺 西町85-5 ○ 36-3653 203.71 55 ＡＣＤＥＦＧＨＬＭ

4 西町生活館 西町71-4 ○ 36-3266 668.39 190 ○ ＡＢＣ

5 住吉神社 潮見台10-1 ○ 36-2421 416.42 115 ＡＣＤＥＦＧＨＬＭ

6 等澍院 潮見台11-4 ○ 36-2263 586.65 165 ＡＣＤＥＦＧＨＬＭ

7 法敬寺 潮見台12-1 ○ 36-2226 844.41 240 ＡＣＤＥＦＧＨＬＭ

8 港町生活館 港町3地先 ○ 36-2129 287.35 80 Ａ

9 智教寺 本町2丁目105 ○ 36-2235 513.83 145 ＡＣＤＥＦＧＨＬＭ

10 本町2丁目会館 本町2丁目13-4 ○ 36-5020 157.42 40 Ａ

11 漁村センター 港町16 ○ 36-4599 660.86 185 ○ ＡＢＣ

12 栄町生活館 栄町20-6 ○ 36-4894 252.19 70 Ａ

13 栄町ふれあいセンター 栄町191-1 ○ 36-3845 197.64 55 Ａ

14 様似小学校 栄町215-1 ○ 36-3351 5,609.00 1,600 ＡＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬＭ

15 大通公住会館 大通1丁目65 ○ 36-3496 128.47 35 Ａ

16 生涯スポーツ研修センター 大通1丁目25-1 ○ 36-3188 566.29 160 Ａ

17 中央公民館 大通1丁目21 ○ 36-2521 2,520.76 720 Ａ

18 様似町役場 大通1丁目21 ○ 36-2111 854.05 240 ○ ＡＢＣＤＥＦＧＨ ３階部分

19 保健福祉センター 大通2丁目98-2 ○ 36-5511 394.95 110 ○ Ａ デイサービス部分

面積
　　　 （㎡）

収容
人員

要配慮
者優先
施設

拠点
避難所

備蓄物資等 備　考

２
１

－
３

№ 名　　　称 住　所
指定緊急
避難場所

兼用
連絡先
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面積
　　　 （㎡）

収容
人員

要配慮
者優先
施設

拠点
避難所

備蓄物資等 備　考

２
１

－
３

№ 名　　　称 住　所
指定緊急
避難場所

兼用
連絡先

20 東様似生活館 大通2丁目122-30 ○ 36-2180 1,081.67 305 Ａ

21 むつみ会館 大通2丁目28-1 ○ 36-2169 92.72 25 Ａ

22 幼児センター（幼稚園） 錦町1-8 ○ 36-3521 1,367.85 390 ○ Ａ

23 幼児センター（保育園） 錦町1-1 ○ 36-3521 1,054.40 300 ○ Ａ

24 緑町生活館 緑町49-21 ○ 36-4895 267.20 75 Ａ

25 特別養護老人ホーム様似ソビラ荘 朝日丘45 ○ 36-3126 6,200.03 1,770 ○ ＡＣＦＧ

26 様似中学校 錦町53-5 ○ 36-3141 5,870.00 1,675 ＡＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬＭ

27 岡田生活館 岡田201-2 ○ 36-4591 165.72 45 Ａ

28 田代研修センター 田代235-6 ○ 36-4590 300.00 85 ○ ＡＢＣＤＥＦＧＨＬＭ

29 平宇生活館 平宇53-1 ○ 36-3082 213.79 60 Ａ

30 東平宇生活館 平宇201-45 ○ 36-4496 182.75 50 Ａ

31 アポイ山荘 平宇479-7 ○ 36-5211 2,690.75 765 ○ ＡＣＤＦＧＨＩＪＫＬＭ

32 冬島生活改善センター 冬島34 ○ 36-2633 195.91 55 ○ ＡＢＣ

33 幌満コミニュティーセンター 幌満55-1 ○ 38-2019 1,714.00 485 ＡＣＦＧ

34 旭生活館 旭91-1 ○ 38-2205 445.19 125 ○ ＡＢＣＦＧ

計 34 37,537.38 10,650 6 6

※備蓄物資等について　… Ａ：ポータブルストーブ、簡易トイレ、非常用ラジオ
Ｂ：工具類（スコップ・つるはし・金テコ）、土のう袋
Ｃ：真空パック毛布
Ｄ：アルミマット
Ｅ：簡易トイレ用テント
Ｆ：非常食（アルファ米等）
Ｇ：飲料水（ペットボトル入）
Ｈ：発電機
Ｉ：段ボールベッド
Ｊ：段ボール間仕切り
Ｋ：多人数用救急箱
Ｌ：衛生用品（ボディシート、ペーパー歯磨き、ドライシャンプー）
Ｍ：ＬＥＤ投光器

２
１

－
４



№ 名　　　称 住　所
管理者等
（連絡先）

構造 階数 建築年 面積
　

収容
人員

地上高
　 （ｍ）

備　考

1 様似町役場屋上 大通1丁目21
様似町
36-2111

RC 3 S61 984.9 1969 13.1

№ 施設名 住　所 所有者等 構造 階数 建築年 面積
　

収容
人員

1
特別養護老人ホーム
様似ソビラ荘

朝日丘45
社会福祉法人
様似福祉会

RC 3 H29 345.3 20

２
１

－
５

津波避難ビル一覧

福祉避難所一覧

備　考

介護保険施設

Ｐ
４
６
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５
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地震 津波 土砂 洪水 高潮
大規模
火災

1 鵜苫稲荷神社境内 鵜苫306 600 1,200 26 ○ ○ ○ ○ ○

2 鵜苫高台 鵜苫413 1,200 2,400 60以上 ○ ○ ○ ○ ○

3 旧本巣牧場高台 西町72-1 12,000 24,000 30以上 ○ ○ ○ ○ ○

4 本町３丁目高台 栄町89-4 3,800 7,600 43 ○ ○ ○ ○ ○

5 禅輪寺境内 栄町110-1 36-2219 3,600 7,200 　5.6 ○ ○ ○ ○

6 岡田共立興産高台 栄町237 4,000 8,000 26以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様小避難場所

7 旧日本電工会館前広場 大通3丁目27 36-2211 1,000 2,000 　3.3 ○ ○ ○ ○

8 新日本電工裏山 大通3丁目1008-1 12,000 24,000 25以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 タンネット神社境内 緑町191-1 600 1,200 27 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 様中避難場所

10 西平宇高台 朝日丘16-1 3,500 7,000 77 ○ ○ ○ ○ ○

11 旧オリビン採石場 幌満109-2 10,000 20,000 50以上 ○ ○ ○ ○ ○

12 旭国道沿い山側高台 旭41-1 1,500 3,000 25以上 ○ ○ ○ ○ ○

13 旧旭生活館裏山 旭141地先 3,000 6,000 25以上 ○ ○ ○ ○ ○ ○

計 56,800 113,600 13 11 6 11 13 13

備　　　考

２
１

－
６

その他の避難場所等一覧

№ 名　　　称 住　所 連絡先 面積
　　　 （㎡）

収容
人員

標高
　 （ｍ）

災害の種類
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種別 収容人員算定の基準

指定緊急避難場所
屋外の指定緊急避難場所にあっては、少なくとも1人あたり0.5㎡以上を確保する。
屋内の指定緊急避難場所にあっては、少なくとも1人あたり2.0㎡以上を確保する。

指定避難所 1人あたり3.5㎡を基準とし、少なくとも1人当たり2.0㎡を確保する。

津波避難ビル 少なくとも1人あたり0.5㎡を確保する。

その他の避難場所等 指定緊急避難場所に準じる。

指定緊急避難場所・指定避難所・津波避難ビル・その他の避難場所等における収容人員算定の基準

２
１

－
６

－
１



２
１

－
６

－
２
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津波災害警戒区域 土砂災害警戒区域 耐震性の有無

日高東部消防組様似支署 会所町56 消防施設 該当 無

２
２

移転促進対象施設一覧

危険区域の種類

備　考施設名 住　所 施設区分

Ｐ
４
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〇津波災害警戒区域内の要配慮者利用施設（津波防災地域づくりに関する法律第54条第1項4）

№ 施設名 住　所

1 様似小学校 栄町215-1

2 親子岩児童クラブ 栄町215-1

3 保健福祉センター 大通2丁目98-2

4 幼児センター（幼稚園） 錦町1-8

5 幼児センター（保育園） 錦町1-1

6 様似中学校 錦町53-5

7 特別養護老人ホーム様似ソビラ荘 朝日丘45

〇洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設（水防法第15条第1項4のロ）

№ 施設名 住　所

1 様似小学校 栄町215-1

2 親子岩児童クラブ 栄町215-1

3 保健福祉センター 大通2丁目98-2

4 幼児センター（幼稚園） 錦町1-8

5 幼児センター（保育園） 錦町1-1

6 様似中学校 錦町53-5

Ｐ４３、Ｐ４４ 第５章第１節 ４ (7)、(9)
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避  難  状  況 （ 報  告 ） 記 録 

記録（報

告）時点 
  年 月 日 時 分現在 受信日時 年  月  日  時  分 

発信機関  
記録（発

信）者 
 

受信機関  受 信 者  

【 状 況 】 

例） 午後２時頃、腹痛を訴えるものがおり、病院へ受診させたが、食中毒等ではなく

ストレス性のものではないかとのこと。今日は医務室に泊まらせ様子を見る。 

今日は退所者が２世帯５名あった。 

 
男 

   人 
女 

人 
計 

   人 

避  難  者  内  訳 

自治会名 男 女 計 学校名 男 女 計 

        

        

        

        

計    計    

事業所名    その他    

        

        

計    計    

処理状況 

 

Ｐ５６ 第５章第２節 ４ (6) ② 





(4)
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（別紙様式１） 

 

平成  年  月  日 

 

北 海 道 知 事  様 

 

（医療救護活動実施機関） 

住所 

要請者 

氏名 

 

災害時備蓄医薬品等供給要請書 

 

次のとおり、災害時医薬品等の供給を要請します。 

記 

１ 供給先 

名 称  

所在地  

担当者  電話 ＦＡＸ 

(注)供給先の案内図を添付すること 

 

２ 供給要請医薬品等の品目及び数量 

品   目 規   格 数  量 備   考 

    

 

３ 受領者欄〔供給要請時には記載しないこと〕 

所 属  職・氏名  

電話・ＦＡＸ 電話           ＦＡＸ 

 

 

 

Ｐ６０ 第５章第２節 ６ (3) 

53 





























(3)
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73



74



(3)

75
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災害時における輸送業務に関する協定

様似町（以下「甲」という。）と一般社団法人室蘭地区トラック協会浦河支部（以下「乙」とい

う。）は、様似町内において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合並びに甲が被

災地域への応援措置を行う場合（以下「災害時」という。）における物資の輸送業務について、

次のとおり協定を締結する。 

（輸送の要請） 

第１条 甲は、災害時における物資の輸送業務を要請する場合は、災害時輸送業務要請

書（別紙１）により行うものとする。ただし、緊急の場合は口頭で要請し、その後速やかに

文書を提出するものとする。 

（実 施） 

第２条 乙は、前条の規定により甲の要請があったときは、乙に所属する輸送業者を指定し

（以下「指定運送事業者」という。）、特別の理由がない限り、他に優先して甲の輸送業務

に協力させるものとする。 

（報 告） 

第３条 乙は、前条の規定により輸送業務を実施した場合は、甲に対して災害時輸送業務

報告書（別紙２）により報告するものとする。ただし、緊急の場合は口頭で報告し、その後

速やかに文書を提出するものとする。 

（費用の負担） 

第４条 甲は、乙が第１条の要請に基づく輸送業務を行ったときは、その輸送業務に要した

経費を負担するものとする。 

２ 輸送業務に要した経費の算定は、貨物自動車運送事業法（平成元年１２月１９日法律第

８３号）第１１条の規定により、国土交通大臣へ届出した額により行うものとする。 

（費用の支払） 

第５条 乙は、第３条の報告書について甲の検査を受けた後、その輸送業務に要した経費

を請求するものとする。 

２ 甲は、乙から前項の請求があったときは、速やかに支払うものとする。 

（損害の負担） 

第６条 指定運送事業者は、物資の輸送業務中に甲又は第三者に損害を与えたときは、そ

の損害を賠償するものとし、紛議が生じた場合は、早期解決のため誠実に対応するものと

する。 
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（災害補償） 

第７条 物資の輸送業務中に従事者の責めに帰すことができない理由により、当該従事者

が死亡、負傷若しくは疾病にかかり、又は心身に障害がある状態になったときは、指定運

送事業者が補償するものとする。 

（協定の有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、締結の日から１年間とする。ただし、期間満了までに甲又

は乙から文書をもって協定終了の意思表示がないときは、期間満了の日の翌日から１年

間延長するものとし、以後においても同様とする。 

（協 議） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた場合は、甲乙協議の

うえ定めるものとする。 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙署名のうえ、各１通を保有する。 

平成２６年 ９月 ９日 

甲 様 似 町 

様似町長   坂  下  一  幸 

乙 一般社団法人 室蘭地区トラック協会浦河支部 

支部長     秋  山  靖  典 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と ひだか東農業協同組合（以下「乙」という。）とは、災害時における応急生

活物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２３年 ９月 １日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 浦河郡浦河町堺町東２丁目５番５号 

ひだか東農業協同組合 

代表理事組合長  谷 川 利 昭 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、めん類（うどん、そば）、パン類（食パン、菓子パン、調理パン） 

弁当、おにぎり、惣菜、レトルト食品（ご飯、おかず類） 

缶詰（イージーオープン）、カップ麺、インスタント食品 

粉ミルク、離乳食 

生鮮食品 肉、魚、野菜、果物類 

調味料類 みそ、醤油、ソース、塩、砂糖、化学調味料、食用油、バター、ジャム 

飲
料
品

飲料水 ペットボトル入りミネラルウォーター 

お茶類 緑茶、ウーロン茶、紅茶、コーヒー 

その他 牛乳、ジュース類 

生

活

物

資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

タオル、石鹸、シャンプー、歯ブラシ、歯磨き粉 

マスク、生理用品、紙おむつ（大人用、子供用）、カイロ 

乾電池、懐中電灯、粘着テープ、軍手、ローソク、マッチ、ライター 

箸、スプーン、使い捨てコップ・皿、ゴミ袋、ポリ袋、アルミホイル、ラップ 

鍋、やかん、包丁、まな板、卓上コンロ、カセットボンベ 

洗剤、バケツ、ポリタンク、傘、雨具 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と 生活協同組合 コープさっぽろ（以下「乙」という。）とは、災害時における

応急生活物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２３年１０月１３日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 札幌市西区発寒１１条５丁目１０番１号 

生活協同組合 コープさっぽろ 

理 事 長   大 見 英 明 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、めん類（うどん、そば）、パン類（食パン、菓子パン、調理パン） 

弁当、おにぎり、惣菜、レトルト食品（ご飯、おかず類） 

缶詰（イージーオープン）、カップ麺、インスタント食品 

粉ミルク、離乳食 

生鮮食品 肉、魚、野菜、果物類 

調味料類 みそ、醤油、ソース、塩、砂糖、化学調味料、食用油、バター、ジャム 

飲
料
品

飲料水 ペットボトル入りミネラルウォーター 

お茶類 緑茶、ウーロン茶、紅茶、コーヒー 

その他 牛乳、ジュース類 

生

活

物

資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

タオル、石鹸、シャンプー、歯ブラシ、歯磨き粉 

マスク、生理用品、紙おむつ（大人用、子供用）、カイロ 

乾電池、懐中電灯、粘着テープ、軍手、ローソク、マッチ、ライター 

箸、スプーン、使い捨てコップ・皿、ゴミ袋、ポリ袋、アルミホイル、ラップ 

鍋、やかん、包丁、まな板、卓上コンロ、カセットボンベ 

洗剤、バケツ、ポリタンク、傘、雨具 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と 日高中央漁業協同組合（以下「乙」という。）とは、災害時における応急

生活物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２４年１月１３日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 浦河郡浦河町浜町４５番地 

日高中央漁業協同組合 

代表理事組合長  高 田   勲 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、めん類（うどん、そば等） 

缶詰、カップ麺、レトルト食品 

調味料類 みそ、醤油、ソース、塩、砂糖、化学調味料、食用油 

飲

料

品

飲料水 ペットボトル入りミネラルウォーター 

お茶類 緑茶、ウーロン茶、缶コーヒー 

その他 缶ジュース類 

生

活

物

資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、シャンプー、リンス、歯ブラシ、歯磨き粉 

乾電池、粘着テープ、軍手、ゴミ袋、アルミホイル、ラップ、洗剤（食器用、洗濯用） 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と えりも漁業協同組合（以下「乙」という。）とは、災害時における応急生活

物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。

117



（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２３年１０月１３日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 幌泉郡えりも町字本町１８２番地の２ 

えりも漁業協同組合 

代表理事組合長  平 野 正 男 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、缶詰（イージーオープン）、カップ麺、インスタント食品 

魚肉ソーセージ、小麦粉、海苔 

調味料類 みそ、醤油、塩、砂糖、化学調味料、食用油 

飲
料
品

お茶類 緑茶、ウーロン茶、紅茶、コーヒー 

その他 牛乳、ジュース類 

生
活
物
資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ゴミ袋、ポリ袋、石鹸、洗剤 

乾電池、粘着テープ、軍手、ゴム手袋、長靴、雨具、ブルーシート、ロープ類 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と セブンイレブン様似大通２丁目店 （以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける応急生活物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２３年１０月２４日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 様似郡様似町大通２丁目３２番地 

セブンイレブン様似大通２丁目店 

オーナー   米 田 優 祐 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、めん類（うどん、そば）、パン類（食パン、菓子パン、調理パン） 

弁当、おにぎり、惣菜、レトルト食品（ご飯、おかず類） 

缶詰（イージーオープン）、カップ麺、インスタント食品 

粉ミルク、離乳食 

生鮮食品 肉、魚、野菜、果物類 

調味料類 みそ、醤油、ソース、塩、砂糖、化学調味料、食用油、バター、ジャム 

飲
料
品

飲料水 ペットボトル入りミネラルウォーター 

お茶類 緑茶、ウーロン茶、紅茶、コーヒー 

その他 牛乳、ジュース類 

生

活

物

資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

タオル、石鹸、シャンプー、歯ブラシ、歯磨き粉 

マスク、生理用品、紙おむつ（大人用、子供用）、カイロ 

乾電池、懐中電灯、粘着テープ、軍手、ローソク、マッチ、ライター 

箸、スプーン、使い捨てコップ・皿、ゴミ袋、ポリ袋、アルミホイル、ラップ 

鍋、やかん、包丁、まな板、卓上コンロ、カセットボンベ 

洗剤、バケツ、ポリタンク、傘、雨具 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における応急生活物資の供給等に関する協定 

様似町（以下「甲」という。）と 株式会社セイコーマート （以下「乙」という。）とは、災害時における応急

生活物資（以下「物資」という。）の供給等に関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態における

災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）に、甲と乙とが相互に協

力して住民生活の早期安定を図るため、物資の供給等に関し必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が物資を必要とするときは、甲は乙に対して乙の保有商品の供給及び運搬に

ついて協力を要請することができる。 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよう

努めるものとする。 

（応急生活物資） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資は、原則として別表で定める品目から災害の状況等に応じて指

定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における応急生活物資の供給等についての協力要請書」

（別紙第１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請

し、事後、文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものする。 
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が負

担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に基

づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うもの

とする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決

定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２４年 ３月２８日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 札幌市中央区南９条西５丁目 パーク９・５ビル 

株式会社セイコーマート 

代表取締役社長  丸 谷 智 保 
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別表（第５条関係） 

災害時応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

主食・副食 

米、めん類（うどん、そば）、パン類（食パン、菓子パン、調理パン） 

弁当、おにぎり、惣菜、レトルト食品（ご飯、おかず類） 

缶詰（イージーオープン）、カップ麺、インスタント食品 

生鮮食品 肉、魚、野菜、果物類 

調味料類 みそ、醤油、ソース、塩、砂糖、化学調味料、食用油、バター、ジャム 

飲
料
品

飲料水 ペットボトル入りミネラルウォーター 

お茶類 緑茶、ウーロン茶、紅茶、コーヒー 

その他 牛乳、ジュース類 

生

活

物

資

トイレットペーパー、ティッシュペーパー、ウェットティッシュ 

タオル、石鹸、シャンプー、歯ブラシ、歯磨き粉 

マスク、生理用品、紙おむつ（大人用、子供用）、カイロ 

乾電池、粘着テープ、軍手、ローソク、マッチ、ライター、カセットボンベ 

箸、スプーン、使い捨てコップ・皿、ゴミ袋、ポリ袋、アルミホイル、ラップ 

洗剤、傘、雨具 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給を

要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 
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災害時における物資の供給等防災に関する協力協定 

様似町（以下「甲」という。）と 有限会社 花蘂水産 （以下「乙」という。）とは、災害時における応急生

活物資（以下「物資」という。）の供給及び支援車両の提供並びに被災者に対する支援に関し、次のとお

り協定を締結する。 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関する法律（平成16年法律第112号）に定める武力攻撃災害（緊急対処事態におけ

る災害を含む）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下「災害時」という。）において、住民生活

の早期安定を図るため、甲と乙とが相互協力を行うにあたり必要な事項について定めるものとする。 

（協力事項の発動） 

第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が災害対策本部又は国民保護対策本部

（緊急対処事態対策本部を含む。）を設置し、乙に対して要請を行ったときをもって発動する。 

（協力の要請） 

第３条 災害時において甲が必要とするときは、甲は乙に対して次の事項について協力を要請すること

ができる。 

（１）物資の供給 

（２）車両の貸与 

（３）トイレ、水道水の提供等被災者に対する支援 

（協力の実施） 

第４条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、業務に支障をきたさない範囲で協力するよ

う努めるものとする。 

（協力の内容） 

第５条 災害時に甲が乙に要請する物資及び車両等は、原則として別表で定めるものから災害の状況

等に応じて指定する。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は甲の要請があった場合は、その他の物資等の供給も行うものとする。 

（要請手続等） 

第６条 甲の乙に対する要請手続は、「災害時における物資の供給等についての協力要請書」（別紙第

１号様式）をもって行うこととする。ただし、緊急を要する場合は口頭又は電話等をもって要請し、事後、

文書を提出するものとする。 

（連絡責任者の報告） 

第７条 甲と乙は、この協定に基づく相互協力のため、連絡責任者を協定締結後速やかに「連絡責任者

届」（別紙第２号様式）により相手方に報告するものとし、変更があった場合には直ちに相手方に報告

するものとする。 
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（物資の運搬） 

第８条 物資の運搬は、甲又は乙の指定する者が行うものとする。また、甲は、必要に応じて乙に運搬の

協力を求めることができる。 

（費用の負担） 

第９条 第４条及び第８条の規定により乙が供給した物資の対価及び運搬等の経費については、甲が

負担する。 

（価格の決定） 

第１０条 前条に規定する経費は、物資の供給及び運搬を終了した後、乙の作成した出荷確認書等に

基づき、災害発生直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上で決定するものとする。 

（経費の請求） 

第１１条 甲は、乙から経費の支払い請求があった場合は、甲の規定に基づき、速やかに乙に支払うも

のとする。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は、締結の日からその効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって相手方に協定

終了の通知をしない限り、その効力を維持するものとする。 

（協 議） 

第１３条 この協定に定めのない事項又はこの協定の施行に関し疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ

決定するものとする。 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

平成２４年 ３月２７日 

甲 様似郡様似町大通１丁目２１番地 

様似町長   坂 下 一 幸 

乙 様似郡様似町大通３丁目６８番地の９ 

有限会社 花蘂水産 

代表取締役 下 條 登喜夫 
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別表（第５条関係） 

応急生活物資 

分  類 品 目 名 

食

料

品

生鮮食品 
魚等の加工品 

冷凍ビン詰加工品 

加工品 まぜごはんの素 

資

材
発泡スチロール製保存箱 

（１） 災害時の応急生活物資は、上記の品目を基準として、災害の規模などの状況に応じて供給

を要請する。 

（２） 品目は、上記の他に甲乙協議のうえで必要なものを、その都度指定することができる。 

貸与可能車両 

２ｔ保冷車 

水汲み用トラック 

軽トラック 

１台 

１台 

１台 
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